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Ｑ１ 

ＪＡ職員の多くが農家出身ではなく、現場の価値観とのズレを感じる場面がある。農家との交流や現

場理解を深める仕組みがあると嬉しい。 

 

 

（回答：人事部） 

就職を希望する大学生の多くは農家出身ではないのが現状であります。入組時の研修期間で農作業体

験や青年部との交流会等を実施しておりますが、現場の実情をより知る機会を作ることは大変有意義

と考えます。今後も現役農家との交流機会を増やし、相互理解が深まるような機会を増やしていきた

いと考えております。 

 

Ｑ２ 

ポイント制度等の還元が「利用できる人だけが恩恵を受ける仕組み」になっていると感じる。直売所や

ガソリンスタンドが遠い地域もある。農家向けの割引（お米・果物等、生活に直結する品目）など、加

入メリットが分かりやすい制度を望む。 

 

 

（回答：企画部） 

合併に伴い地域ごとの事業利用に差が生じていることは認識しております。また、農業者の家計や暮

らしに直結する還元策を望む声も多く頂戴しています。ＪＡとしましても今後解消に向け取り組んで

いく方針です。まずはポイント制度につきましては、次期ポイント制度として県下統一を目標に協議

するなど、早ければ来年の秋頃から徐々に機能や還元方法など改善を図る予定です。組合員の皆さま

に「加入して良かった」と感じていただける制度づくりが、私たちの責務です。今回いただいたご意見

は非常に重要と考えており、制度改正の中でしっかり反映していきたいと考えています。皆さまのお

声を踏まえ、利用機会に差が出ない、持続可能で公平な還元制度を目指して改善を進めてまいります。 

 

Ｑ３ 

近くの市江支店は金融のみの取り扱いだが、自転車で行ける距離にあり便利なので残してほしい。共

済の取り扱いがなく、他支店まで行くのは負担を感じる。事業集約の必要性は理解するが、地域事情も

考慮してほしい。 

 

 

（回答：金融部） 

金融機関を取り巻く情勢では、キャッシュレスの継続的な進展やネットバンク利用の急速な増加、少

子高齢化に伴う地域人口の減少等により来店客数は減少しています。また超高齢化社会に伴う相続相

談や資産形成・運用への高まりなど相談ニーズが増加する等、利用者が金融機関店舗に求める役割は

変化をしております。こうした状況の中、当ＪＡにおいても事業別の収支状況等による人員・店舗配

置の適正化やデジタル化による業務効率化などを一体的に取り組む店舗再編計画を策定し、将来的な

総合事業の安定的かつ持続可能な経営基盤の確立を目指していきたいと考えております。 
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Ｑ４ 

小規模農家（家族経営）にも手厚い助成や支援制度をお願いしたい。 

条件があることは理解しているが、スマート農業システムや直進アシスト等、価格が 2500万円規模の

高額設備は導入が難しい。 

 

 

（回答：農産部） 

小規模・家族経営の農家にとっては、スマート農業機械やシステムの導入が大きな負担になっている

ことはＪＡとしても重要な課題と認識しています。現在の補助事業は一定の条件や規模要件があり、

すべての農家が対象にならないケースもありますがＪＡとしては、国・県・市町村の補助事業や低利融

資制度について、最新情報の提供と申請支援を強化します。また、小規模農家でも活用しやすい支援制

度となるよう、現場の声を行政・関係機関へ要望として継続的に伝えていきます。今後とも現場実態の

即した支援が行えるよう、皆さまのご意見を伺いながら対応してまいります。 

 

Ｑ５ 

アルバイト助成など、人材確保につながる支援の充実を求めたい。 

 

 

（回答：農産部） 

農業分野における人手不足は深刻であり、ＪＡとしても最重要課題の一つと考えています。特に労働

力確保については、ＪＡの無料職業紹介事業や関係機関と連携し、長期・短期・スポット就労人材のマ

ッチング支援や国・県の雇用助成制度について情報提供します。ＪＡとして農家の皆さまが安心して

経営を続けられるよう、人材面からも伴走支援を行っていきます。 

 

Ｑ６ 

後継者不足への対策として、ＪＡによる支援策を強化してほしい。 

 

 

（回答：農産部） 

後継者不足については、ＪＡとしても地域農業の将来に関わる非常に重要な課題と認識しています。

ＪＡとしては、新規就農者向けに就農前から就農後まで切れ目のない支援（相談対応、研修、生産技

術、制度案内、農地等の斡旋等）を関係機関と連携して行っています。（いちご、れんこん、ねぎに

ついては当ＪＡに新規就農支援事業あり）また、親元就農を含め、経営継承に関する相談体制の充実

を図っています。そして、現場の実情を踏まえ、後継者対策に関する支援制度の拡充を行政へ継続的

に要望していきます。ＪＡとして、地域農業が将来にわたって継続できるよう、後継者確保・育成に

向けた支援に引き続き取り組んでまいります。 
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Ｑ７ 

今年の米は高温障害の影響で「規格外Ｃ」となった。 

稲作暦はあくまで「計画」であり、リアルな営農判断は農産課に相談するのが良いのか知りたい。 

 

 

（回答：農産部） 

各地区によって、田植えの時期等も違っていますので、南部営農センターにお問い合わせください。

ＪＡでもご返答できない場合は、農業改良普及課にも尋ねてご回答します。 

 

Ｑ８ 

後継者不足・雇用定着の課題を解決するため、地域農家が連携・合併して大きな農業法人として運営す

る仕組みを検討したい。区画整理、低コスト高効率農業の実現につながり、ＪＡとともに未来につなが

る営農体制づくりを考えたい。 

 

 

（回答：農産部） 

後継者不足や雇用定着といった課題に対し、法人化や経営の集約は将来を見据えた重要な選択肢の一

つと認識しています。ＪＡとしては地域の話し合いを大切にしながら、集落営農や法人化に向けた相

談・情報提供を行います。また、法人化に伴う制度、税務、労務管理などについて、関係機関と連携し

たサポート支援と雇用就農者が定着しやすいよう人材育成の支援に取り組みます。地域農業の持続可

能な営農体制づくりを支援してまいります。 

 

Ｑ９ 

農家とＪＡ職員の距離が遠いと感じる。 

特に個選で出荷している農家はＪＡとの接点が少ないため、相談窓口や相談してよい内容が分かりづ

らい。また、ＪＡ職員が地域の農家の営農内容をどれほど把握しているのか見えにくい。地域の実情を

知っていただく機会が増えると、ＪＡの取り組みも伝わりやすいと思う。 

 

 

（回答：園芸部） 

現在、管内の個選農家リストを作成しながら営農渉外担当者による個選農家への訪問活動を通じた接

点強化に取り組んでおりますが、すべての個選農家へ訪問ができていないのも事実であり、今後の課

題として捉え、個選農家が相談しやすいサポート体制を構築してまいります。 

営農に関する相談は、営農主幹を配置しております。また、各営農センターの営農渉外担当者までお

気軽にご相談いただければと思います。 

当ＪＡとしても農産物の産地維持や農家所得向上に向け、農家の声を事業に活かせるよう接点づくり

に努めてまいります。 
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Ｑ１０ 

シャインマスカット流出問題など、国際的な品種登録や国内生産者保護に、ＪＡとしても関与・発信し

てほしい。 

 

 

（回答：園芸部） 

日本で開発され品種登録された優れた農産物の苗木が、無断で海外流出し栽培され販売されているこ

とは、産地の生産者の苦労を踏みにじるものと大変遺憾に思います。 

シャインマスカット流出は改正種苗法施行前ですが、今後同様の問題を防ぐため、ＪＡグループとし

ても生産者保護に対応すべく以下の３つを国や県へ要望して参ります。 

１.法的な権利保護の強化 

①国際的な品種登録の推進 

・新品種については、開発と同時に主要な輸出先国や生産が懸念される国での品種登録を積極的に進

めるよう生産者や開発元と連携した支援体制を構築する。 

②トレーサビリティシステムの構築・強化 

・厳格な生産履歴追跡システムを構築し種苗の生産から流通・販売経路を明確にすることで偽造品や

産地偽装を市場から排除する抑止力とする。 

③種苗の輸出管理の徹底 

・種苗法に基づき、生産者へ国内限定栽培品種の情報を周知し、違反者に対する厳正な対応を図る。 

２.ブランド価値の維持・向上 

①地理的表示(ＧＩ)保護制度の活用 

・地域独自の品質や評価が確立されている産地については、ＧＩ制度登録を積極的に支援し地域ブラ

ンドとして保護する。 

②高品質化と差別化戦略 

・模倣品が追いつけない日本独自の栽培技術や選果基準による「究極の品質」を追求し、日本産に対

する高い評価と需要を維持する。 

③積極的なプロモーション 

・日本産の優れた品質・安全性・生産者のこだわりを訴求するプロモーション活動を強化し、消費者

意識を高める。 

３.海外生産への戦略的な対応 

①ライセンス契約の推進と収益の還元 

・農水省が検討している特定の国・地域で正規のライセンス契約によるロイヤリティー(使用料)を徴

求する仕組みの確立と収益を品種開発や生産者支援に還元する体制構築を要望する。 

②海外向け商標登録の徹底 

・海外での模倣品による商標利用を防ぐ 

ＪＡは生産者が安心して高品質な農産物を栽培できる環境の整備と、日本農業が持つ「知的財産」と

「ブランド」を将来にわたり守り続けるための使命を果たします。 
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Ｑ１１ 

簿記研究会に参加しており、ソリマチの指導会では「初期入力」と「決算時」だけでも十分ではないか

と感じている。 

 

 

（回答：生活部） 

農業簿記ソフト「ソリマチ」に関しては年間３回、ソリマチ株式会社から無料にて講師を招き指導会

を行っております。講師及び担当職員の指導の下、最終的には農家の皆様にて記帳が可能になること

を目標に継続しております。それぞれの記帳指導会におきましては内容も異なるため必要な研修にご

参加いただくよう引き続きご案内いたします。 

 

Ｑ１２ 

個人農家の法人化が進んでいるが、企業経営と農業経営は大きく異なるため不安がある。法人経営に

必要な知識提供や専門研修を設けてほしい。 

 

 

（回答：生活部） 

生活部資産相談課では顧問税理士・司法書士と連携し法人化の必要性（メリット・デメリット）の検

討・税務上の手続き等の支援を個別に行っております。今後、法人化を検討する農家組合員が増加し

た場合は簿記研究会・生産部会等を通じ研修会の開催を検討いたします。 

 


